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研究成果の概要： 
本プロジェクトでは、現代の開発途上国および戦前の日本をフィールドとして、土地・金融・

労働市場におけるさまざまな契約形態の含意を理論的・実証的に分析した。戦前日本では、減

免付定額契約がマーシャルの非効率性を解決しつつ土地市場の機能に寄与したこと、現代のア

フリカでも土地市場が機能しつつあることが明らかになった。また現代のアフリカでは共同体

関係が小企業の信用へのアクセスを支えていること、現代の東南アジアで現物賃金が労働者家

計のリスクを低減する役割を果たしていることなどが明らかになった。 
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 直接経費 間接経費 合 計 
2005年度 4,000,000 0 4,000,000 

2006年度 3,700,000 0 3,700,000 

2007年度 3,700,000 1,110,000 4,810,000 

2008年度 3,700,000 1,110,000 4,810,000 

総 計 15,100,000 2,220,000 17,320,000 

 
 
研究分野：経済学 
科研費の分科・細目：応用経済学 
キーワード：契約、契約理論、小作制度、土地市場、下請制度 
 
１．研究開始当初の背景 
本研究の動機は、近年における契約理論の発

展を踏まえ、契約理論、経済史、開発経済学

の各分野の研究関心、研究対象、分析方法を

総合することを通じて、契約に関する理論的

枠組みと、過去・現在を通じて現実に存在し

てきたさまざまな契約形態に関する理解を

深化させ、さらにこれを応用して発展途上国

に対する政策上のインプリケーションを引

き出すことである。 
 
２．研究の目的 
具体的には課題は次の 3つを目的とする。第
一に、歴史資料の調査と現代の途上国のフィ

ールド調査に基づき、特に小作、土地貸借（質

地請戻し慣行）、金融（村借）、さらに村請制
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という課税制度などについて、契約理論の枠

組を用いた事例研究を行う。この作業を通し

て、各契約形態の合理性、効率性、社会経済

的背景との関連について明らかにする。第二

に、事例研究のなかで既存の契約理論では十

分に捉えきれない部分を抽出し、そこから新

たな視点に基づいた理論モデルを構築して、

契約理論へのフィードバックを行う。第三に、

契約理論と事例研究の相互のフィードバッ

クを通した成果から、現代の途上国への政策

的インプリケーションを引き出す。 
 
３．研究の方法 
研究にあたっては、経済理論研究における

厳密な演繹的推論、経済史研究における綿密

な資料収集・検討と帰納的推論、開発経済学

におけるフィールド調査とミクロ計量分析、

の各方法が総合的に用いられる。 
 
４．研究成果 

本プロジェクトではまず、土地市場、特に

地主小作契約に基づく農地の貸借市場に関

する膨大な文献をレビューし、その効率性と

所得分配への影響を評価した。分益小作契約

のもとでは、定額小作契約の場合と異なり、

生産物を地主と小作人の間でシェアするた

めに小作人の労働意欲がそがれ、生産性が低

下するというマーシャルの非効率がよく知

られているが、それを支持する実証研究はこ

れまでのところ必ずしも多くない。 
一方、戦前期の日本では、典型的な分益小

作契約・定額小作契約ではなく、減免特約付

定額小作契約、すなわち平時には定額の小作

料が支払われるが、極度の不作時には小作料

が減免されるという契約形態が一般的であ

った。本研究では、小作契約に関する理論的

研究および開発経済学分野における実証研

究を踏まえ、減免付定額小作契約の意味を理

論的・実証的に考察した。その結果、この契

約形態はリスクシェアリングとインセンテ

ィブのトレードオフを分益小作契約・定額小

作契約のいずれよりも効率的に解決できる

一方、減免の発動に関する取引費用を伴うこ

とが明らかになった。さらに、村・郡別デー

タを用いて、減免付定額小作契約の選択に取

引費用が影響を与えたことを検証した。あわ

せて戦前の日本ではマーシャルの非効率性

が存在したことを確認したうえで、減免付定

額契約がそれを避けることを可能にしたこ

とを明らかにした。 
 小作契約では通常、土地が豊富な家計から

不足する家計への土地の貸付があり、それは

所得分配と生産効率の向上の双方に寄与す

るものである。上記の減免付定額契約に支え

られた戦前日本の地主制は、その意味で日本

の経済発展に寄与したということができる。

本研究では、現代の世界でもっとも貧困問題

が深刻なアフリカについて、土地市場の機能

を分析した。その結果、近年アフリカでも農

地市場が活発化しつつあり、アジアほど効率

的ではないが、傾向的にはアジアと同じよう

に大農から小農に農地を再配分するように

機能しており、貧困削減や資源配分の効率性

の向上に寄与していることが明らかになっ

た。 
本プロジェクトでは土地市場だけでなく、

金融市場および労働市場におけるさまざま

な契約形態とその含意を分析した。発展途上

国では、金融市場の未発達が非農業部門の発

展の重大な制約となりうる。その点に着目し、

ケニアの首都ナイロビの縫製業に関して、マ

イクロ・データに基づく実証研究を行った。

その結果、大多数の小企業が信用制約を受け

ていること、信用制約が企業の収益性と雇用

成長を妨げていること、共同体メカニズムを

利用する在来的金融である ROSCA（回転型
貯蓄信用講）が様々な資金源のうちで小企業



 

 

中心の産業発展に最も貢献していることが

明らかになった。この結果は、産業発展の比

較的初期の段階において、共同体的なメカニ

ズムが信用市場取引を補完するという非常

に重要な役割を果たすことを示しており、共

同体と市場とが相互補完的な関係になりう

るということを実証的に示したものである。 
労働市場については、途上国の経済発展に

おける雇用形態の多様性とその機能につい

て、現物賃金が果たす家計の食糧確保という

役割に焦点を当てて分析した。まず、経済発

展の初期段階において現物賃金が重要であ

ることを様々な資料や統計データから示し

た上で、既存研究が現物賃金をどのように理

論的に理解してきたかを展望した。先行研究

で十分議論されていない視点として、食糧市

場が薄く、主食価格が変動するリスクに直面

する労働者家計に対して、現物賃金が食糧面

での安全保障を確保する効果を持つという

理論モデルを提示し、そこから家計の食糧需

要が硬直的である場合に現物賃金を伴う雇

用形態への労働供給が増えることを導出し

た。ミャンマー農村部のデータを用いたミク

ロ計量分析結果は、この理論的関係と整合的

であった。 
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